
































、FtM の出産及び MtF の配偶子利用においては、生殖能力と
父母の登録の別を連動させておくこと、つまり FtM が出産した場合は母




















































（ 2 ）　民法817条の 3





























































（ 4 ）　手術を受けていない等の理由で、FtM 自ら防犯・風紀目的の規定の適用を受
けたいと申出ることが考えられ、この場合は対応を要する。
（ 5 ）　もっとも妊娠・出産能力を理由とした女性差別に関しては、男性に出産が推定
























































































































































（12）　棚 村 政 行「性 同 一 性 障 害 を め ぐ る 法 的 現 状 と 課 題」 ジ ュ リ ス ト No.1364

































、第三段階として FtM 患者に対する乳房切除と FtM・













































1997年（第 1 版） 2002年（第 2 版） 2006年（第 3 版） 2012（第 4 版）
精神療法 第一段階 第一段階 精神的治療 精神的治療
二次性徴抑制 なし なし なし 身体的治療／
12歳程度
ホルモン投与 第二段階／20歳 第二段階／18歳 身体的治療／18歳 身体的治療／
15（原則18）歳
（20）
乳房切除 第三段階／20歳 第二段階／18歳 身体的治療／18歳 身体的治療／18歳








































































































（28）　法案はまずオランダ下院において2013年 4 月 2 日に審議、同月 9 日に投票が行
われ、可決された。投票時には審議中に挙げられた議院 2 名の意見に対しても投票
が行われ、新法案に対し 1 ）16歳という年齢制限の引き下げ、 2 ）要件とされる見
解を提出できる専門家の拡大、また 3 ） 5 年毎の見直しとされる法の再評価期間を
3 年に短縮することが検討された。これらの意見に関してはいずれも下院投票では
承認されなかったものの、年齢引き下げに関して直接議論がなされている。
（29）　KatinkaRidderbos（2011）.The Netherlands, Controlling Bodies, Denying 
Identities: Human Rights Violations against Trans People in the Netherlands.New
York:HumanRightsWatch.pp.66─70。TransgenderNetwerkNederland や COC
Netherlands 等が年齢の下限を設定することに懐疑的であった。後者 2 団体はトラ
ンスジェンダー保護の有力団体として知られ、国際人権組織の調査や本新法案成立
にも関与している。
（30）　TransgenderNetwerkNederland“Grote meerderheid Tweede Kamer steunt 
transgenderwet ”（2013）https://www.transgendernetwerk.nl/grote─meerderheid─






























で は な い か と 考 え る。TransgenderNetwerkNederland”Transgenderwet 
aangenomen door Tweede Kamer ”（2013）http://transgendernetwerl.nl/2013/04/
transgenderwet─aangenomen─door─tweede─kamer/（2018年 6 月30日最終確認）、







































































（38）　BennettTheodore“ ‘No man’s land ’: Non─binary sex identification in 








































































































124　　早法 94 巻 1 号（2018）
ではないと主張し、非婚要件を充足せずに法的性別の取扱の変更を求めた
例も存在する。同様の非婚要件を扱った前例に、欧州人権裁判所の事例と
し て は、Parry 対 イ ギ リ ス（2006
（44）









Parry 対イギリス、及び Hämäläinen 対フィンランドにおいては、各国内
に婚姻とほぼ同様の法的保護及び権利義務が生じるパートナーシップ制度
が存在することを以って、非婚要件を課すことは不合理ではないとされた










































































































































128　　早法 94 巻 1 号（2018）
できよう。





















































か ら、 本 編 中 で は DSM の み に 対 す る 言 及 に と ど め て お く（WorldHealth
Organization“The11thRevisionoftheInternationalClassificationofDiseases
（ICD─11）isdueby2018!”http://www.who.int/classifications/icd/revision/en/（2017
年10月 5 日最終確認））。なお、日本の行政においてはICD が採用される（例えば、
日本年金機構「国民年金・厚生年金保険障害認定基準（2017年 9 月12日更新版）」
http://www.nenkin.go.jp/service/jukyu/shougainenkin/ninteikijun/20140604.html
（2017年10月 5 日最終確認）等参照）。なお、ICD においては、現行第10版におけ









（62）　第 5 版 で は「障 害（disorder）」「性 同 一 性（genderidentity）」「同 一 化
（identification）」といった用語を避け、「体験し、または表出するジェンダー」と
いう記述的表現を用いる。また「性（sex）」という言葉を生物学的指標に関連させ



































































































































































度 的 な 側 面 に よ っ て 性 別 取 扱 変 更 が 妨 害 さ れ る こ と は 問 題 視 さ れ る。 二 宮
（2017）・前掲注 3 等をはじめとして、婚姻平等実現への機運が高まりつつあること
を指摘したい。







































（72）　BenjaminMoron─Puech（2017）The emergence of intersex as a protectedcategory 






















たアプローチが考えられるが、中でも BennettTheodore や Benjamin
Moron─Puech の提唱する複合的アプローチが興味深い。当アプローチ
in international law,SexualOrientationandGenderIdentityinInternationalLaw,
LeidenUniversity,delivered31July2017. ま た BenjaminMoron─Puech（2018）
“TheLegalSituationofintersexedpersonsinFrance,”inJ.M.Scherpeetal.



















































































が後の変更を認めるべきとの判断をしている（BorisDittrich“Dutch Court Signals 
Need for Gender Neutral Option”（2018）https://www.hrw.org/news/2018/06/01/
































（82）　二宮周平「家族法と戸籍を考える（ 2 ）戸籍の性別記載の訂正は可能か（ 2 ）






































必要か（ 1 ）（ 2 ）（ 3 ）─個人の尊厳と戸籍のあり方─」（2003）それぞれ戸籍時























































































プ承認を行なっている。二宮（2017）前掲注 3 ・ 6 ─28頁。
生殖能力と登録上の性別が乖離した場合に要される
法的対応に関する一考察 （石嶋）　　143
をしてきた万人が伸びやかに能力を発揮し、他者を尊重し、社会参加する
ことに繋がる
（95）
。まずは、何が「男」で、何が「女」であるかを、画一的な
身体処分や身分関係の処理に委ね、旧弊な男女観に当てはまらない者に不
均衡な苦痛、不利益を与えている現行の特例法の改正が急務である
（96）
。
（95）　LGBT など、多数者に対する少数者として同性愛者やトランスジェンダー、
性同一性障害者などを捉え、少数者としての保護を説くのではなく、SOGI
（SexualOrientationandGenderIdentity,性的指向と性自認）という万人に共通す
る概念を用いて、皆が自分のこととして SOGI の多様性について考える授業実践
がある（渡辺大輔・楠裕子・田代美江子・艮香織「中学校における「性の多様性」
理解のための授業づくり」埼玉大学教育学部附属教育実践総合センター紀要（10）
（2011）97─104頁、樋上典子「人の性はグラデーション：「多様な性」の授業実践よ
り（特集性的マイノリティの児童生徒へのかかわり）」月刊学校教育相談29（12）
（2015）30─32頁等参照）。逆に、型にはまらない性のありようを否定することは、
本人を萎縮させ伸びやかな成長を阻害するのみならず、自殺等の深刻な結果を招き
うることは、前述の通りである（厚生労働省「自殺総合対策大綱」（平成24年 8 月
28日閣議決定））。
（96）　本論文の執筆にあたっては、JSPS 科学研究費補助金（研究活動スタート支
援）15H06681の助成を受けました。
